
業務棚卸評価シート 1/6

25年度 26年度 27年度 27,352 27,332 33,984 33,984

1 総

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

PDCAサイクルを
手法に環境に影
響を与える業務
及びエネルギー
使用量について
管理し、自然環
境の保全、省エ
ネルギー化の推
進及び温室効果
ガスの排出抑制
を図ります。

職員

定
例
定
型

環境に配慮した
業務改善の提案
数

実践可能な提
案数年１件以
上

実践可能な提
案数年１件以
上

実践可能な提
案数年１件以
上

550 ８件

８件の応募のうち１件
が優良な取り組みとし
て表彰（茅ヶ崎市役所
エコオフィス賞）され
た。
　また、指定管理者施
設を対象とした茅ヶ崎
市エコ管理賞を新たに
創設した。

Ａ 546 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

独自環境マネジ
メントシステム
の進行管理

上期及び下期
の報告受領回
数と課かいへ
の指導・助言

年２回 年２回
独自環境マネジ
メントシステム
の進行管理

上期及び下期
の報告受領回
数と課かいへ
の指導・助言

年２回

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

独自環境マネジ
メントシステム
の職員研修

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

４月・１０
月

４月・１０
月

158
独自環境マネジ
メントシステム
の職員研修

独自環境マネ
ジメントシス
テムの職員研
修

４月・１０
月

165
維
持

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

外部監査の実施
外部監査の実
施

年１回 年１回 372 外部監査の実施
外部監査の実
施

年１回 381
維
持

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

グリーン購入ガ
イドラインの更
新

更新回数 年１回 年１回
グリーン購入ガ
イドラインの更
新

更新回数 年１回

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

低公害車の導入
実績の報告受領

報告回数 年１回 年１回
低公害車の導入
実績の報告受領

報告回数 年１回

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テムの表彰の実
施

表彰回数 年１回 年１回 20

茅ヶ崎市環境マ
ネジメントシス
テムの表彰の実
施

表彰回数 年１回

予
算
な
し

1

茅ヶ崎市環境
マネジメント
システム推進
事業

省エネ法・温対
法・県条例の報
告書提出

報告書の提出 ７月まで ７月
省エネ法・温対
法・県条例の報
告書提出

報告書の提出 ７月まで

予
算
な
し

2 総

学校版環境マ
ネジメントシ
ステム推進事
業

学校生活におい
て環境に関する
活動を継続的に
実践するための
仕組みを確立
し、児童・生徒
の環境意識を育
むことにより、
温室効果ガスの
排出抑制、省エ
ネルギー化の推
進及び自然環境
の保全を図りま
す。

児童・
生徒、
教職員

定
例
定
型

発表会等参加校
数

小学校２校
中学校２校

小学校２校
中学校２校

小学校２校中
学校２校

30
中学校２
校

スクールエコアクショ
ンを全小中学校で実施
するとともに、新たな
試みとして、環境フェ
アにおいて中学校２校
のスクールエコアク
ション発表会を開催
し、好評を博した。

Ａ 30 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

2

学校版環境マ
ネジメントシ
ステム推進事
業

学校版環境マネ
ジメントシステ
ムの実施

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの実施

全小学校
（19校）・
全中学校
（13校）

全小学校
（19校）・
全中学校
（13校）

学校版環境マネ
ジメントシステ
ムの実施

学校版環境マ
ネジメントシ
ステムの実施

全小学校
（19校）・
全中学校
（13校）

予
算
な
し

2

学校版環境マ
ネジメントシ
ステム推進事
業

学校における環
境活動発表会の
開催

発表会参加校
数

小学校０校
中学校２校

小学校０校
中学校２校

30
学校における環
境活動発表会の
開催

発表会参加校
数

小学校０校
中学校２校

30
維
持

3 総
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

市民・事業者・
市が取り組むべ
き目標や施策を
中・長期的な観
点から明確にす
ることにより、
「茅ヶ崎市環境
基本条例」に定
めた現在及び将
来の市民の健康
で文化的な生活
の確保を目指し
ます。

市民・
事業
者・市

政
策
年次報告書の発
行

９月
（３月）

９月
(３月）

９月
(３月）

852

７月（進
捗状況報
告書発
行）

３月（年
次報告書
発行）

７月に進捗状況報告
書を発行し、予算編
成期前の９月までに
環境審議会評価を行
い、計画どおり進捗
管理が実施できた。

Ａ 856

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

前年度の取組結
果及び担当課評
価の把握・整理

各課からの報
告

４、５月 ４、５月
前年度の取組結
果及び担当課評
価の把握・整理

施策実施担当
課への照会

４、５月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

前年度の取組結
果及び担当課評
価の把握・整理

進捗状況報告
書の作成

７月 ７月
前年度の取組結
果及び評価結果
の公表

進捗状況報告
書による公表

７月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

進捗状況報告書
作成及び市民意
見の募集

募集時期 ７月 ７月
計画の進捗状況
に対する市民か
らの意見募集

募集時期 ７月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

環境審議会への
諮問

諮問時期 ７月 ７月
環境審議会への
諮問

諮問時期 ７月

業
務
計
画

予
算
な
し

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

環境政策課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境政策課

環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した
活動と連携による活動を促進する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成
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25年度 26年度 27年度 27,352 27,332 33,984 33,984

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

環境政策課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境政策課

環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した
活動と連携による活動を促進する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

外部評価結果の
周知

周知の時期 １０月 １０月
外部評価結果の
施策実施担当課
への周知

周知の時期 １０月

業
務
計
画

予
算
な
し

3
茅ヶ崎市環境
基本計画推進
事業

年次報告書及び
広報特集号によ
る公表

公表の時期 ３月 ３月 832
年次報告書及び
広報特集号によ
る公表

公表の時期 ３月 856

業
務
計
画

維
持

4 総
環境フェアの
開催

市民、事業者が
自主的かつ積極
的に負荷を低減
するよう行動す
ることにより、
健康で文化的な
市民生活を営む
うえで必要とさ
れる健全で恵み
豊かな環境を、
将来の世代に引
き継いでいく。

市民・
事業者

定
例
定
型

参加者数
２０００人以
上

２０００人以
上

２０００人以
上

1,045
約２０００
人

スクールエコアクショ
ン発表会の開催や西側
駐車場を利用した電気
自動車試乗・同乗会な
ど新たな試みを実施
し、例年並みの集客と
参加者から好評を得る
ことができた。

Ａ 1,262

位置付け
ないが取
り組みを
進める

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

4
環境フェアの
開催

環境フェアの開
催

関連事業も含
めた開催日数

延べ３日以
上

１６日 1,045
環境フェアの開
催

関連事業も含
めた開催日数

述べ３日以
上

1,262

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑦総人件費抑
制

２０００人以
上

環境フェア
参加者 27

環境フェアに
小学校が参加
できるよう夏
休み以降に開
催時期の変更
を検討する。
これにより、
環境フェアの
充実と環境政
策課の繁忙期
との重複を避
け、総人件費
を抑制する。

維
持

4
環境フェアの
開催

環境フェア企画
実行委員会会議

企画実行委員
会会議開催回
数

年５回 年１０回
環境フェア企画
実行委員会会議

企画実行委員
会会議開催回
数

年５回

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑦総人件費抑
制

２０００人以
上

環境フェア
参加者 27

環境フェアに
小学校が参加
できるよう夏
休み以降に開
催時期の変更
を検討する。
これにより、
環境フェアの
充実と環境政
策課の繁忙期
との重複を避
け、総人件費
を抑制する。

予
算
な
し

5 総
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

市民、事業者、
市が茅ヶ崎市環
境基本計画に定
められた責務を
果たすことによ
り、健全で恵み
豊かな環境を維
持し、環境への
負荷の少ない持
続的に発展する
ことのできる社
会を構築する。

エコ
ワーク
加盟の
市民・
事業者

定
例
定
型

会議の開催回数
各３部会で年
１２回以上

各３部会で年
１２回以上

各３部会で年
１２回以上

93
年10回～
12回各部
会を開催

各部会活動に事務局と
して参加・運営し、環
境市民講座の年４回開
催等より良い協働・連
携が図れた。

Ａ 153 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

エコワーク総会
の開催支援

開催の時期 ５月 ５月 0
市民・事業者と
の連携

会員数

個人会員
４０人以上
団体会員
２０団体以
上

153
維
持

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

自然環境部会の
事務局

部会の開催回
数

年１２回 年１０回 5
自然環境部会の
事務局

部会の開催回
数

年１２回

予
算
な
し

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

環境まちづくり
部会の事務局

部会の開催回
数

年１２回 年１２回 88
環境まちづくり
部会の事務局

部会の開催回
数

年１２回

予
算
な
し

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

環境学習部会の
事務局

部会の開催回
数

年１２回 年９回 0
環境学習部会の
事務局

部会の開催回
数

年１２回

予
算
な
し

5
市民・事業
者・市との連
携体制の推進

「茅ヶ崎の自然
環境を考える
会」の事務局

運営委員会、
全体会の開催
回数

年２４回 年２４回
「茅ヶ崎の自然
環境を考える
会」の事務局

運営委員会、
全体会の開催
回数

年２４回

予
算
な
し

6 総
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

市民、事業者、
市が責務を果た
すことにより市
域の美観が保た
れ、市民の健康
的な生活環境が
守られる。

在住・
在勤・
在学者

定
例
定
型

苦情件数 ０件 ０件 ０件 342 １７件

広報紙、横断幕、イベ
ント等での啓発を実施
した。また、苦情の多
かったペデストリアン
デッキ上の喫煙所を移
設した。移設後の喫煙
所についての苦情はよ
せられていない。

Ａ 504 なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

イベント等での
周知活動

活動回数
年１０回以
上

１０回 176
イベント等での
周知活動

活動回数
年１０回以
上

504
維
持

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

広報紙・ミニコ
ミ紙原稿作成

掲載回数 年３回以上 ８回
広報紙・ミニコ
ミ紙原稿作成

掲載回数 年３回以上

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 27,352 27,332 33,984 33,984

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

環境政策課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境政策課

環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した
活動と連携による活動を促進する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

深夜花火禁止の
啓発とパトロー
ル

海岸のパト
ロール（７，
８月実施）

９回
７回
うち２回雨
天中止

深夜花火禁止の
啓発とパトロー
ル

海岸のパト
ロール（７，
８月実施）

９回

予
算
な
し

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

マナースペース
移設社会実験

アンケート件
数

1,000件 未実施 166
駅周辺での歩行
喫煙調査

調査回数 １回以上

予
算
な
し

6
「きれいなち
がさき条例」
周知事業

光害（サーチラ
イト等）使用制
限の周知

光害（サーチ
ライト等）の
違反者への勧
告

違反者が発
生した場合
に対応

違反者なし
光害（サーチラ
イト等）使用制
限の周知

光害（サーチ
ライト等）の
違反者への勧
告

違反者が発
生した場合
に対応

予
算
な
し

7 総
環境審議会の
運営

茅ヶ崎市環境基
本条例に基づく
環境基本計画の
適正な進行管理
を図ることによ
り、新たな課題
や社会の新たな
動きに対応しな
がら本市の環境
の保全及び創造
を推進すること
を目指す。

環境審
議会委
員

定
例
定
型

審議会の開催数 年１０回 年１０回 年１０回 1,714
年１３回
実施

自然環境及び生活環境
の各分科会により環境
基本計画の進捗状況に
対する評価を行い、予
定どおり9月末までに答
申をもらい、適正な進
行管理が図れた。

Ａ 2,561

位置付け
ないが取
り組みを
進める

不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

7
環境審議会の
運営

環境審議会の開
催及び運営

開催回数 年８回以上 年１３回 1,361
環境審議会の開
催及び運営

開催回数 年８回以上 1,929

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑦総人件費抑
制

５回

環境基本計
画の評価に
関する審議
会・分科
会・勉強会
の開催回数

25

環境基本計画
の評価に関す
る審議会・分
科会・勉強会
の開催回数を
見直すことに
より、資料作
成等に関する
事務量を減少
させ総人件費
の抑制を図る

維
持

7
環境審議会の
運営

環境審議会会議
資料作成

打合せ及び資
料作成

年８回以上 年１３回 353
環境審議会会議
資料作成

打合せ及び資
料作成

年８回以上 632

位置付け
ないが取
り組みを
進める

⑦総人件費抑
制

５回

環境基本計
画の評価に
関する審議
会・分科
会・勉強会
の開催回数

25

環境基本計画
の評価に関す
る審議会・分
科会・勉強会
の開催回数を
見直すことに
より、資料作
成等に関する
事務量を減少
させ総人件費
の抑制を図る

維
持

7
環境審議会の
運営

進捗状況に対す
る評価

評価期間 ６～９月 ６～９月
進捗状況に対す
る評価

評価期間 ６～９月

予
算
な
し

7
環境審議会の
運営

環境審議会から
進捗状況報告書
の答申

答申時期 ９月 ９月
進捗状況報告書
に対する答申

答申時期 ９月

予
算
な
し

8 総
環境学習推進
事業

自然環境や地球
温暖化防止に関
する各種講座の
実施や情報提供
を通じ、環境意
識の向上を図る
とともに、意識
を行動に移し、
他の人にも広げ
ていくことので
きる人材を育成
する。

小中学
生・保
護者等

定
例
定
型

延べ参加者数 １５０人 １６０人 １７０人 180 ２０７人

概ね計画どおりに実施
できた。新たな試みと
して、ホームページ上
に環境マップ作成サイ
トを構築し、小学校等
に紹介し環境学習の推
進に努めた。

Ａ 265

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

8
環境学習推進
事業

こどもエコクラ
ブの交流会開催

開催回数 ３回 ３回
こどもエコクラ
ブの交流会開催

開催回数 ３回 15

業
務
計
画

維
持

8
環境学習推進
事業

里山はっけん隊
の実施

開催回数 ２回 ２回 180
里山はっけん隊
の実施

開催回数 ２回 210

業
務
計
画

維
持

8
環境学習推進
事業

エコクッキング
事業の実施

開催回数 １回 ０回 0
エコクッキング
事業の実施

開催回数 １回 40

業
務
計
画

維
持

8
環境学習推進
事業

おもしろ環境教
室の実施

参加者数 ５０人 ６７人 0
おもしろ環境教
室（小学生対
象）の実施

開催回数 ２回

業
務
計
画

予
算
な
し

8
環境学習推進
事業

市民向け自然環
境講座の開催

開催回数 年３回 ２回 環境講座の開催 開催回数 年３回

業
務
計
画

予
算
な
し

8
環境学習推進
事業

環境学習支援サ
イトによる情報
提供

アクセス数 ８００件 １９６５件
環境学習支援サ
イトによる情報
提供

アクセス数
２，４００
件

業
務
計
画

予
算
な
し
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25年度 26年度 27年度 27,352 27,332 33,984 33,984

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

環境政策課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境政策課

環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した
活動と連携による活動を促進する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

9 総
地球温暖化対
策実行計画の
推進

地球規模の課題
である地球温暖
化防止対策のた
め、市民、事業
者と協力し、市
域の温室ガス効
果ガス排出抑制
を図る。

市民・
事業
者・市

定
例
定
型

協議会の開催回
数
（温室効果ガス
排出量削減目
標）

年５回
（２０％削
減）

年５回
（２０％削
減）

年５回
（２０％削
減）

655

年5回開
催

H23年度
（暫定
値）約
8.7%減

温暖化対策推進協議会
において、地球温暖化
対策に関するポータル
サイト「ちがさきエコ
ネット」の構築に向け
て活発な議論を行い、
基本的な制度設計を終
了した。また、NPO法人
のソーラーシェアリン
グ実証実験に協力し、
太陽光発電設備の新た
な設置方法のPRを行っ
た。

Ａ 1,610

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

温暖化対策推進
協議会の開催及
び運営

開催回数 年５回 年５回 5
温暖化対策推進
協議会の開催及
び運営

開催回数 年５回 957

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

公共施設への壁
面緑化事業の推
進

壁面緑化実施
施設数

３５か所以
上

２７か所 6
公共施設への壁
面緑化事業の推
進

壁面緑化実施
施設数

３６か所以
上

8

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

市民への壁面緑
化の普及

実施世帯数 ２００世帯 ２００世帯 90
市民への壁面緑
化の普及

実施世帯数 ２００世帯 96

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

温暖化対策に関
する市民・事業
者へのアンケー
トの実施

アンケート送
付数

３,０００
通

３,０００
通
回収率
28.2%

404

温暖化対策に関
する市民・事業
者へのアンケー
トの実施

アンケート送
付数

３,０００
通

389

業
務
計
画

維
持

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

電力使用量等の
確認ができる機
器を貸し出し、
省エネルギーの
実践や意識啓発
を図る

貸し出し世帯
数（年間）

省エネナビ
３５件、エ
コワット３
５件

省エネナビ
９件、エコ
ワット７件

0

電力使用量等の
確認ができる機
器を貸し出し、
省エネルギーの
実践や意識啓発
を図る

貸し出し世帯
数（年間）

省エネナビ
３５件、エ
コワット３
５件

業
務
計
画

予
算
な
し

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年４回以上 年３回 周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年４回以上

業
務
計
画

予
算
な
し

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

地球温暖化対策
実行計画（行政
の取組）の進行
管理

平成２２年度
を基準として
平成32年度ま
でにCO2排出量
を２０％削減

年平均２％
削減

集計中
地球温暖化対策
実行計画の進行
管理

年次報告書の
発行

３月

業
務
計
画

予
算
な
し

9
地球温暖化対
策実行計画の
推進

自然エネルギー
等普及啓発イベ
ントの開催

イベント開催 年２回 年１回 150
自然エネルギー
等普及啓発イベ
ントの開催

イベント開催 年２回 160

業
務
計
画

予
算
な
し

10 総
再生可能エネ
ルギーの利用
促進

茅ヶ崎市太陽光
発電設備普及啓
発基金を活用す
ることにより、
公共施設や事業
者への太陽光発
電設備の普及促
進を図ります。

市民・
事業
者・市

政
策

サポートセン
ター・こどもセ
ンターの太陽光
発電設備売電量

10,000kWh以
上

10,000kWh以
上

10,000kWh以
上

1,203
12,391kW
h

市民活動サポートセン
ター、こどもセンター
の売電収入及び寄附金
を基金に積み立てると
ともに、その同額を
マッチングギフトとし
て積み立てた。

Ａ 1,177 あり 不可 未 高 高 高 現状維持

予
算
な
し

10
再生可能エネ
ルギーの利用
促進

基金への積立 基金への積立 年９６万円
1,２０３，
２０３円

1,203 基金への積立 基金への積立
年１１７万
円

1,177 あり
④選択と集中
の徹底・自主
財源の確保

960千円
太陽光発電
普及啓発基
金積立額

25

太陽光発電設
備の普及施策
の財源とし
て、太陽光発
電設備の余剰
電力売電収入
を活用する。

維
持

11 総
太陽光発電設
備設置費補助
事業

住宅用太陽光発
電設備の普及拡
大により、エネ
ルギーの地産地
消の促進と温室
効果ガスの排出
抑制を図りま
す。

市民
政
策
補助件数 ３６０件 ３６０件 ３６０件 12,012 ３３７件

実績数は３３７件と目
標値にわずかに届かな
かったが、申請ベース
では３６８件あり概ね
目標値を達成できた。

Ａ 14,990

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

11
太陽光発電設
備設置費補助
事業

住宅用太陽光発
電システム新規
設置費補助金

補助件数（戸
建て）
補助件数（共
同住宅）

３５０件
　１０件

３３７件
　　４件

12,012
住宅用太陽光発
電システム新規
設置費補助金

補助件数（戸
建て）
補助件数（共
同住宅）

３５０件
　１０件

14,990

業
務
計
画

維
持

11
太陽光発電設
備設置費補助
事業

補助金交付申請
書及び実績報告
書の受付

補助件数 ３６０件 ３４１件
補助金交付申請
書及び実績報告
書の受付

補助件数 ３６０件

業
務
計
画

予
算
な
し

11
太陽光発電設
備設置費補助
事業

周知啓発 活動回数 年２回以上 年５回 周知啓発 活動回数 年２回以上

業
務
計
画

予
算
な
し

12 総

太陽光発電設
備用パワーコ
ンディショナ
補助事業

平成21年3月以前
に住宅用太陽光
発電設備を設置
している市民に
対し、発電能力
の向上と良好な
状態での継続的
な維持管理を促
進することによ
り、温室効果ガ
スの排出抑制及
び再生可能エネ
ルギーの普及促
進を図ります。

市民
政
策
補助件数 ２件 ２件 ２件 0 ０件

広報紙やタウン紙を活
用し周知啓発に努めた
が、目標には届かな
かった。対象となる設
備の経年劣化が進むこ
とから、今後成果が見
込まれる。

Ａ 180 なし 不可 未 中 高 高 現状維持
維
持
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25年度 26年度 27年度 27,352 27,332 33,984 33,984

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

環境政策課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境政策課

環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した
活動と連携による活動を促進する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

12

太陽光発電設
備用パワーコ
ンディショナ
補助事業

太陽光発電シス
テムパワーコン
ディショナ交換
費補助金

補助件数 ２件 ０件 0

太陽光発電シス
テムパワーコン
ディショナ交換
費補助金

補助件数 ３件 180
維
持

12

太陽光発電設
備用パワーコ
ンディショナ
補助事業

周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年２回以上 ２回 周知啓発
活動回数
（キャンペー
ン等）

年２回以上

予
算
な
し

13 総

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助制度

地球温暖化防止
対策の推進のた
め、走行時に二
酸化炭素を排出
しない電気自動
車（EV)の普及を
促進します。

市民、
事業者

政
策
補助件数 ３０件 ３０件 ３０件 3,167 ３０件

環境フェア等で非常用
電源機能をPRすること
により目標を達成する
ことができた。

Ａ 2,250

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

13

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助制度

電気自動車（Ｅ
Ｖ）普及推進に
関する補助金

補助件数 ３０件 ３０件 3,000
電気自動車（Ｅ
Ｖ）普及推進に
関する補助金

補助件数 ３０件 2,250

業
務
計
画

維
持

13

電気自動車
（ＥＶ）普及
推進に関する
補助制度

電気自動車（Ｅ
Ｖ）の普及促進

電気自動車用
急速充電器の
利用回数

１２００回 ２２９３回 167
電気自動車（Ｅ
Ｖ）の普及促進

電気自動車用
急速充電器の
利用回数

１２００回

業
務
計
画

予
算
な
し

14 総
省エネ機器等
の導入支援事
業

市域の温室効果
ガス排出抑制、
省エネルギー化
の推進及び電力
供給量不足への
対応のため、補
助事業を実施し
ます。

市民
政
策
補助件数 ８５件 ８５件 ８５件 4,900 ９８件

広報紙やタウン紙によ
る周知により目標値を
大幅に超える結果と
なった。

Ａ 5,000

業
務
計
画

なし 不可 未 高 高 高 現状維持
維
持

14
省エネ機器等
の導入支援事
業

太陽熱利用設
備・コージェネ
レーション設備
設置に関する補
助金

補助件数 ８５件 ９８件 4,900

太陽熱利用設
備・コージェネ
レーション設備
設置に関する補
助金

補助件数 １００件 5,000

業
務
計
画

維
持

15 総
２市１町広域
環境部会事務

藤沢市寒川町と
の連携により、
広域で統一した
施策を実施する
ことにより、地
球温暖化防止対
策及び省エネル
ギー化を推進し
ます。

市民

定
例
定
型

温暖化対策に関
する事業

共同開催事業
を年１回以上
開催

共同開催事業
を年１回以上
開催

共同開催事業
を年１回以上
開催

年５回開
催

従前からの事業に加
え、新たに環境バスツ
アーや水素をテーマと
したイベントなどを開
催し、地球温暖化対策
や省エネルギー化の推
進を図ることができ
た。

Ａ 30 なし 済 未 高 高 高 現状維持
維
持

15
２市１町広域
環境部会事務

２市１町広域環
境部会会議の開
催

会議開催回数 年６回 年５回
２市１町広域環
境部会会議の開
催

会議開催回数 年６回

予
算
な
し

15
２市１町広域
環境部会事務

事業計画に基づ
く温暖化対策の
ための共同開催
事業の実施

２市１町での
事業実施

年１回以上
開催

年５回

事業計画に基づ
く温暖化対策の
ための共同開催
事業の実施

２市１町での
事業実施

年１回以上
開催

30
維
持

16 総
太陽光発電ク
レジット事業

住宅用太陽光発
電設備により削
減したCO2を取引
可能なクレジッ
ト化し、市内企
業等に売却し、
売却益を太陽光
発電設備設置者
に還元すること
により、住宅用
太陽光発電設備
の普及促進を図
り、市域の温室
効果ガス排出抑
制と省エネル
ギー化の推進を
します。

市民
政
策
登録者数 制度認定 制度運用開始 １００人 499

制度認定
（１月）

NPO法人との協働推進事
業によりプロジェクト
計画書を作成し、１月
に制度認定を受けた。
４月より会員の募集を
始めている。

Ａ
業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 拡大

予
算
な
し

16
太陽光発電ク
レジット事業

協働推進事業に
よる制度設計及
び国の審査機関
による認定

制度設計・認
定

３月末まで
に認定

１月に認定 499
太陽光発電クレ
ジット事業の推
進

参加者数 １００人

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

制度開始

25年度に制
度の認定を
受け、26年
度より運用
を開始す
る。

26

市民活動団体
を事業主体と
した新たな太
陽光発電設備
の普及施策を
構築する。

予
算
な
し

17 総
ちがさきエコ
ネット事業の
推進

地球温暖化対策
に特化したサイ
トを作成及び運
営することによ
り、市民、事業
者との情報共有
及び活発な意見
交換により、市
民、事業者及び
市が一体とな
り、市域の省エ
ネルギー化の推
進と温室効果ガ
ス排出抑制を図
ります。

市民・
事業
者・市

政
策
登録者数 制度設計 制度構築 １００人

基本的な
制度設計
３月末

温暖化対策推進協議会
及びNPO法人との協議に
より、サイトの基本コ
ンテンツ等の協議を実
施し、基本的な制度設
計は終了した。

Ａ 2,465

業
務
計
画

あり 不可 未 高 高 高 現状維持
減
ら
す

17
ちがさきエコ
ネット事業の
推進

地球温暖化対策
推進協議会によ
る制度設計

制度設計
３月末まで
に

３月

地球温暖化対策
推進協議会及び
市民活動団体に
よる制度設計

27年4月の運
用開始に向け
た制度構築

３月末まで
に

2,465

業
務
計
画

あり
①事業実施主
体の最適化

運用開始

地球温暖化
対策に特化
したポータ
ルサイトの
運用

27

市民活動団体
等を事業主体
とした地球温
暖化対策に特
化したポータ
ルサイトを運
用する。

減
ら
す
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25年度 26年度 27年度 27,352 27,332 33,984 33,984

経営改善方針の重点事項に係る取組

事業の
方向性活動

活動量・サービス量

広域連携に関する取組

広域
連携
の
実施

広域連携の
具体的な内

容

今後の事業展開

経営改善
方針での
位置付け
等

経営改善によ
る

取り組みの
方向性

目標
(数値目標等)

目標の定
義

必要性

③
成
果

活動ごとの
予算額

予算内訳（千円）

④
継
続
性

改善
時期
(年度)

当該事務事
業全体の
予算額
（合計）

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

当該事務事
業全体の
決算額
（合計）活動

名称

平成２６年度計画

業
務
計
画

活動

活動指標の
名称

目標値

基礎情報

事務事業

施策目標

事務事業名
(第2次実施計画)

指標・目標

具体的な
改善内容

活動ごとの
決算額

決算内訳（千円）

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

環境政策課

事後評価

事業の指
標の達成
状況

事務事業の目的に対
する成果の状況

25年度
の取組
に対す
る分析

課かい名

目標値

事務事業の
目的・成果
(第2次実施計画)

環境政策課

環境に配慮した市民・事業者・行政の率先した
活動と連携による活動を促進する

平成２５年度評価

実績

予
算
の
方
向
性

目標値
(第2次実施計画)

活動量・サービス量

実績値

活動

活動指標の
名称

②
ニ
ー

ズ

①
目
的
達
成

888 総
災害応急対策
活動

茅ヶ崎市災害対
策本部運営マ
ニュアルに基づ
き統括調整部の
役割を果たしま
す。また、統括
調整部との連携
により環境部災
害応急対策活動
マニュアルに基
づき災害応急対
策活動を実施し
ます。

全市民
等

定
例
定
型

なし

888
災害応急対策
活動

災害対策本部運
営マニュアルに
基づき、部の災
害応急対策活動
マニュアルの見
直し

マニュアルの
見直し

随時
４月・１０
月

応急対策活動マ
ニュアルの充実

マニュアルの
見直し

４月、１０
月

888
災害応急対策
活動

災害対策本部、
統括調整部（衛
生、災害廃棄物
対策班）及び業
務継続計画にお
ける活動の確認
及び周知

活動の確認及
び周知

環境部全職
員

６月・１１
月

応急対策業務の
実施手順の検証

行動手順書の
見直し

４月、１０
月

888
災害応急対策
活動

所属職員の応急
対策業務の実施
手順の習熟

所属内での訓
練・研修実施

年１回以上
開催

888
災害応急対策
活動

統括調整部衛
生・災害廃棄物
対策班の応急対
策活動の習熟

統括調整部衛
生・災害廃棄
物対策班での
訓練・研修等
の実施

年１回以上
開催

888
災害応急対策
活動

統括調整部総括
情報班の応急対
策活動の習熟

統括調整部総
括情報班での
訓練・研修等
の実施

年９回

888
災害応急対策
活動

関係機関との連
携強化

災害時の対応
についての協
議

年１回以上

888 総 庁内共通事務

庁内共通事務の
取りまとめや庁
内外の照会回答
を行う

課員

定
例
定
型

64 64 65 65 なし

999 総 部内調整事務 46 46 40 40 なし


